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企業の給与体系ごとの年収推移グラフと年齢別の最⾼年収達成要因
 我が国のIT企業において、能⼒・成果重視型においても、20代・30代の年収は多少⾼
いが、年功型に近い右肩上がりの給与カーブとなっている。そして、40代以降では、技術
⼒よりもマネジメント能⼒が重視されるようになる。

 実⼒主義で考えれば、技術⼒が相当に⾼い20代・30代の給与⽔準がもっと⾼くなると
ともに、40代以降もエンジニアとして活躍し続けるべきであり、我が国のIT業界は、技術
者が技術者として成⻑していくパスが確⽴されていないことが分かる。

年齢別の最⾼年収達成要因

【出典】IT関連産業の給与等に関する実態調査結果（平成29年8⽉ 経済産業省）
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※IT関連企業を給与制度により年功型、能⼒・成果重視型、中間型の三種類
の区分を作成。それぞれの区分 におけるIT⼈材の最⾼給与⽔準、 標準⽔準、
最低⽔準の平均値をとり、年齢による推移をグラフ化した。
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IT⼈材の給与決定には何が重視されているか
 また、IT⼈材の給与決定について、ITスキルのレベルとコミュニケーション(マネジメント)能
⼒、成果が上位に置かれ、年功や企画⼒・発想⼒、先端分野知識・スキルは下位に置
かれていることがわかる。

【出典】IT関連産業の給与等に関する実態調査結果（平成29年8⽉ 経済産業省）
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 情報サービスの提供に必要な実務能⼒を明確化・体系化したITスキル標準(ITSS)に加
え、本年4⽉に「データサイエンス領域」及び「セキュリティ領域」を追加したITSS＋を公表。
さらに、本年度末までに、「アジャイル領域」及び「IoTソリューション領域」の追加を予定。

 今後、技術トレンドの早い変化に対応して、随時ITスキル標準の領域の追加を⾏ってい
く。

ITスキル標準の⾒直しについて

【新ITSSの全体像】

○ITSS+
「データサイエンス領域」
「セキュリティ領域」

○ITSS（11職種）
「マーケティング」
「セールス」
「プロジェクトマネジメ
ント」
「ITスペシャリスト」
等

○新規追加分
「IoTソリューション領域」現⾏の技術者を考慮するため既

存のITSSを残しつつ、新たに提
⽰する領域については、多くの
者が利⽤できるよう、新たな管
理⼿法も導⼊予定。

○
新
規
追
加
分

ア
ジ
ャ
イ
ル
領
域

【分野】 【働き⽅】
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（参考）ITSS＋について（セキュリティ領域）

■キャリア・フレームワーク
■専⾨分野の説明

＜セキュリティ領域の例＞
■専⾨分野の説明

 ITSS+は、キャリアフレームワークとして、ビジネスの実状に沿うように専⾨分野を分類定義し、IT技術者個⼈の
能⼒や実績のレベルに対して個⼈のスキルを評価する尺度を提供。セキュリティやデータサイエンス分野における企
業内の「タスク（業務)」と、それを担うべき「専⾨⼈材」や「スキル」の把握、⼈材育成計画の⽴案、研修プログラ
ムの開発を効率的に進めることが可能となる。

 今後、セキュリティやデータサイエンス分野の専⾨家だけでなく、より多くの研修事業者や教育機関等においてIT
⼈材育成の取組みが活発に⾏われるよう、各レベル毎に求められるスキルの達成⽅法がIT専⾨家以外の者にも
理解しやすい内容としていく予定。
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■「データサイエンス」 タスク（中分類）構造図 、スキルカテゴリ

領域

スキル
カテゴリ

ビ
ジ
ネ
ス

デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス

デ
ー
タ
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ

レベル7

レベル6

レベル5

レベル4

レベル3

レベル2

レベル1

データサイエンス領域

（参考）ITSS＋について（データサイエンス領域）

※ 学び直しに用いる観点としては、レベル５が現実的な上限になると想定しています。レベル６、７には、大
量データを前提とした非構造化データや特定ドメイン等の分野において、高度な新規性や高難度な課題
に対応する突出した専門分野の設定が想定されます。

※

※
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2018年度
4-6 7-9 10-12 1-3 4⽉〜

　検討WG
※DS協会：
　データサイエンティスト協会
　スキル委員会

　セキュリティ領域

　アジャイル領域

　IoTソリューション領域 WGと作成部会の2階層
で体制構築

　ビジネスクリエイション領域

　（ディープラーニング領域）

　その他

2017年度活動 備考

　データサイエンス領域

WG⼈選

継
続
改
善

新
ス
キ
ル
標
準(

仮
称)

公
開

成果物の助⾔、承認

「何を学ぶか」の観点から
スキル/知識の体系化が必要

スキルチェックリストの刷新
（DS協会）

WG活動
タスク/スキル、解説書を作成

必要に応じて委員との情報交換、助⾔

ディープラーニング協会
試験委員会をオブザーブ

・デジタルビジネスのキャリアフレーム(PoCの繰り返し）
・デジタルビジネスの知識体系整備(フレームワーク）

（検討中）

iSRF全国スキル調査をベースにタスクを検討

タスクレビュー&領域全体のスコープ検討(WG)
(作業部会)

WG活動WG⼈選

⼈選
⼈選

（参考）現在検討中の領域及び公開までのスケジュール(案）
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⼈材需給調査について
 「未来投資戦略2017」において、セキュリティ、IoT、AI等、今後、第４次産業⾰命下で
求められる⼈材の必要性・喫緊性を明確化するため、IT⼈材需給を把握する仕組みをす
るための調査を、経済産業省、⽂部科学省、厚⽣労働省等が連携して実施することとさ
れた。

 各省の連携に当たっては各省で実施している統計調査だけでなく、既存の調査で捕捉でき
ないデータ（意識、在り⽅等）に関して対応を要請してはどうか。

 調査の枠組みの構築のため、有識者委員会を開催することも⼀案。

各省で個別に保管しているデータ（例：⽇本版
O-NET、ハローワーク）に関して対応を要請

有識者委員会
（必要に応じて開催）

厚⽣労働省（労働市場）
労働市場を対象とした調査

⽂部科学省（教育）
教育業界（⼩・中・⾼・⾼専・⼤）を対象とした調査IT⼈材⽩書（IPA）

定期的に実施している調査

IT業界、ユーザー業界
を対象とした調査

⼈材需給調査
METI（産業界）

（イメージ図）

各省で個別に保管しているデータ（例：IT教育
に関する調査）に関して対応を要請 8



未踏⼈材について

 未踏ＩＴ⼈材発掘・育成事業とは、いままで⾒たこともない「未踏的な」アイディア・技
術をもつ「突出した⼈材」を、産学界のトップで活躍する⽅をプロジェクトマネージャー
（PM）として登⽤し、PM独⾃の観点で発掘・育成する事業。

 今年度より、未踏卒業者等を対象とした、事業化・起業⽀援の⼈材育成プログラム「未
踏アドバンスト」を創設。チャレンジ精神溢れ将来への起業へとつながる⼈材を年間100
名の輩出することを⽬指し、来年度より事業を拡充予定。

2017年度未踏PM

竹内 郁雄 氏
東京大学名誉教授

夏野 剛 氏

慶應義塾大学
大学院
特別招聘教授

首藤 一幸 氏

東京工業大学
准教授

石黒 浩 氏

大阪大学
教授（特別教授）

藤井 彰人 氏

KDDI株式会社
副本部長 兼 クラ

ウドサービス企画
部長

竹迫 良範 氏

株式会社リクルート
マーケティング
パートナーズ
専門役員

五十嵐 悠紀 氏

明治大学
専任講師
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（参考）未踏卒業⽣による起業・事業化の事例

⻄川 徹⽒
2005年度未踏採択
(株)プリファード
インフラストラクチャー
代表取締役

ビッグデータをリアルタイムに処理す
る世界最⾼⽔準の技術を開発

⾃動運転等の実現に向けた、⼈⼯
知能の研究開発に着⼿

落合 陽⼀⽒

2009年度未踏採択
筑波⼤学助教
Pixie Dust Technologies .Inc
CEO

メディアアート作品の研究、制作に
より「現代の魔法使い」と呼ばれる

⼈型ロボット⽤のOSとも⾔える
制御ソフトウェア
V-Sidoを開発

吉崎 航⽒
2009年度未踏採択
(株)V-Sido代表

鈴⽊ 健⽒
2002年度未踏採択
スマートニュース(株)
代表取締役会⻑

ニュースキュレーションアプリの開発

福島 良典⽒

2012年度未踏採択
(株)Gunosy創業者
代表取締役CEO

ニュースキュレーションアプリの開発

*プリファードインフラストラクチャー、トレジャーデータ、スマートニュース、グノシー、ブイキューブ、クラウドビーズ。

 IPAにおいて、2000年の事業開始以降、のべ1680⼈の未踏IT⼈材を発掘・育成。
うち、約255名が起業・事業化を⾏い、産業界の第⼀線で活躍している。

 今後、産業界での更なる活躍のため、未踏ＯＢの起業に向けた⽀援を⾏っていく。
 また、ユニコーン候補となる時価総額100億円以上の企業*も６社輩出されている。
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２．（２）⼈材育成の取組
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○公共職業訓練（離職者、在職者、学卒者、障害者）
＜実施主体：国（※）、都道府県＞
※独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が国の業務を代行

訓練施設内・民間委託による訓練の実施
障害者に対する職業訓練の実施

○求職者支援制度による職業訓練（離職者）
＜実施主体：民間教育訓練機関＞
・雇用保険を受給できない方等に対する職業訓練
・訓練期間中の給付等の支援

職
業
能
力
の
開
発
・向
上

国
際

協
力

職
業
能
力
評
価

・
技
能
振
興

職
業
能
力
評
価

・
技
能
振
興

一般教育訓練給付、専門実践教育訓練給付
キャリアコンサルティング施策の推進（キャリアコンサルタント登録制度）

人材開発支援助成金（旧キャリア形成促進助成金）、
キャリアアップ助成金、認定職業訓練制度

技能検定、職業能力評価基準の策定等

技能五輪等の推進、卓越した技能者（現代の名工）の表彰、ものづくりマイスター等

技能評価システム移転促進事業
アジア太平洋地域人材養成協力事業 等

ハロートレーニング（公的職業訓練）の実施

事業主等の行う教育訓練の推進

労働者のキャリア形成支援

職業能力評価制度

技能の振興

技能実習制度

政府間の技術協力、国際機関等を通じた技術協力

ジョブ・カード制度

若者の雇用対策

ジョブ・カード
（生涯を通じたキャリア・プ
ランニング及び職業能力
証明のツールとして生涯を
通して活用）

・若年者雇用対策
・地域若者サポートステー
ション事業

⼈材開発施策の概要

離職者の
能力開発

国
・
都
道
府
県

に
責
務

在職者の
能力開発

事
業
主
に
一
次
的
な
責
務

国
・
都
道
府
県
は
必
要
な
援
助

等
実
施

○ 「第10次職業能力開発基本計画」
（実施目標、基本事項等を定めた５ヵ年計画）に基づき実施

（技能五輪全国大会での精密機械組立職種）

（ジョブカードくん）

（地域若者サポートステーション）

（情報通信工学）

（金属加工）
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専⾨実践教育訓練給付（平成26年10⽉制度開始）
＜特に労働者の中⻑期的キャリア形成に資する

教育訓練受講を対象＞

⼀般教育訓練給付（平成10年12⽉制度開始）
＜左記以外の雇⽤の安定・就職の促進に資する

教育訓練受講を対象＞

給付内容
○ 受講費⽤の40％（上限年間32万円）を⽀給
○ 訓練修了後１年以内に、資格取得等し、就職した場合等には、
受講費⽤の20％（上限年間16万円）を追加⽀給

○ 受講費⽤の20％（上限年間10万円）を⽀給

⽀給要件 雇⽤保険の被保険者期間10年以上（初回の場合は２年以上） 雇⽤保険の被保険者期間３年以上（初回の場合は１年以上）

対象講座
指定要件
（講座の内
容に関する
主なもの）

次の①〜⑥の類型のいずれかに該当し（【】内は講座期間・時間要件）
かつ、類型ごとの講座レベル要件 を満たすものを指定。

① 業務独占資格⼜は名称独占資格に係る、いわゆる養成施設の課程
（看護師・準看護師、社会福祉⼠の養成課程等）
【１年以上３年以内で、かつ取得に必要な最短期間】

② 専⾨学校の職業実践専⾨課程（商業実務、経理・簿記等）
【２年】

③ 専⾨職⼤学院（MBA等）
【２年以内（資格取得につながるものは、３年以内で取得に必要な最短期間）】

④ 職業実践⼒育成プログラム （⼦育て⼥性のリカレント課程等）

【正規課程：１年以上２年以内、特別の課程：時間が120時間以上かつ期間が２年以内】

⑤⼀定レベル以上の情報通信技術に関する資格取得を⽬標とする課程
【時間が120時間以上（ＩＴＳＳレベル４相当以上のものに限り30時間以上）かつ期間が２年以内】

⑥ 第四次産業⾰命スキル習得講座
【時間が30時間以上かつ期間が2年以内】

次の①⼜は②のいずれかに該当する教育訓練を指定。
① 公的職業資格⼜は修⼠若しくは博⼠の学位等の取得を
訓練⽬標とするもの

② ①に準じ、訓練⽬標が明確であり、訓練効果の客観的な測定
が可能なもの（⺠間職業資格の取得を訓練⽬標とするもの
等）

労働者が費⽤負担し、厚⽣労働⼤⾂が指定する教育訓練を受けた場合に、その費⽤の⼀部を「教育訓練給付」として雇⽤保険により⽀援
教育訓練給付制度の概要

指定講座例
○ 輸送・機械運転関係（⼤型⾃動⾞、建設機械運転等）
○ 医療・社会福祉・保健衛⽣関係（介護職員初任者研修等）
○ 専⾨的サービス関係 （社会保険労務⼠、税理⼠、司法書⼠等）
○ 情報関係（プログラミング、CAD、ウェブデザイン等）
○ 事務関係 （簿記、英語検定等）
○ 営業・販売・サービス関係（宅地建物取引主任者等）
○ 技術関係 （建築施⼯管理技⼠検定、電気主任技術者等）
○ 製造関係 （技能検定等）
○ その他 （⼤学院修⼠課程等）

受験率、合格率及び就職・在職率の実績が⼀定以上

就職・在職率の実績が⼀定以上

就職・在職率、認証評価結果、定員充⾜率等の実績が⼀定以上

就職・在職率（正規課程にあっては、就職・在職率及び定員充⾜率）の実績が⼀定以上

受験率、合格率及び就職・在職率の実績が⼀定以上

就職・在職率の実績が⼀定以上
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基礎的なITリテラシー習得のための職業訓練の充実

今後の⽅針

中⼩企業や製造現場等で働く⽅々を対象とした基礎的
ITリテラシー習得のための訓練コースを開発（平成
30年度〜）

○ これまでも、ハロートレーニング（公的職業訓練）において、プログラマやwebデザイナー等のIT業界への就職
を⽬的とした職業訓練を実施してきたところ（25,037⼈が受講（平成28年度））

○ 第４次産業⾰命を迎え、労働者の⽣産性を⼀層向上させていくためには、IT業界に限らず、ITを活⽤する全産業
の⼈材が「基礎的ITリテラシー」を備えておくことが必要

○ 開発に当たっては、職業能⼒の開発及び向上に関する専
⾨的知⾒を有する（独）⾼齢・障害・求職者雇⽤⽀援機構
のノウハウを活⽤しつつ、IT業界や事業主団体とも連携

○ 開発した訓練コースは、⺠間教育訓練機関等への委託に
より実施することを想定

様々な職業への就職を希望する⽅々を対象とした基礎
的ITリテラシー習得のための訓練コースを設定（平成
30年度〜）
○ 基礎的ITリテラシーを習得し、他の公共職業訓練を連続受
講することにより、希望の職業への就職を実現

○ 訓練の実施に当たっては、⺠間教育訓練機関を活⽤すること
を想定

これまでの取組及びその効果

現状・課題

幅広い産業の⼈材が標準的に装備しておくべき基礎的ITリテラシーについて、その具体的内容を明らかにするととも
に、これらを効果的・効率的に習得させる職業訓練のカリキュラムを構築すべく調査研究を実施（平成29年10⽉〜
平成30年３⽉）

離職者訓練在職者訓練

14



◇対象：ハローワークの求職者 主に雇用保険受給者

(無料（テキスト代等除く）)

◇訓練期間：概ね３月～２年

◇実施機関

○国（ポリテクセンター）
主にものづくり分野の高度な訓練を実施（金属加工科、住環境計画科等）

○都道府県（職業能力開発校）
地域の実情に応じた多様な訓練を実施（木工科、自動車整備科等）

○民間教育訓練機関等（都道府県からの委託）
事務系、介護系、情報系等モデルカリキュラムなどによる簡易な訓練を実施

離
職
者
向
け

◇対象：在職労働者（有料）

◇訓練期間：概ね2日～5日

◇実施機関：○国（ポリテクセンター）

○都道府県（職業能力開発校）

◇対象：高等学校卒業者等（有料）

◇訓練期間：1年又は2年

◇実施機関：○国（ポリテクカレッジ）

○都道府県（職業能力開発校）

学
卒
者
向
け

在
職
者
向
け

公共職業訓練 求職者支援訓練

◇実施機関

○民間教育訓練機関等（訓練コースごとに厚生労働大臣が認定）

＜基礎コース＞基礎的能力を習得する訓練

＜実践コース＞基礎的能力から実践的能力まで一括して習得する訓練

実践コースの主な訓練コース

介護系（介護福祉サービス科等）

情報系（Webクリエイター養成科等）

医療事務系（医療・調剤事務科等）等

◇対象：ハローワークの求職者 主に雇用保険を受給できない方

(無料（テキスト代等除く）)

◇訓練期間： ２～６か月

平成27年度
公共職業訓練
実績

合計 国（ポリテクセンター等） 都道府県

受講者数
（人）

就職率
受講者数

（人）
就職率

受講者数
（人）

就職率

離職者訓練 127,807 77.9% 29,716 87.2% 98,091 75.6%

うち施設内 37,829 85.7% 28,838 87.2% 8,991 81.9%

うち委託 89,978 75.0% 878 83.6% 89,100 74.9%

在職者訓練 107,604 - 56,873 - 50,731 -

学卒者訓練 17,877 96.8% 5,655 99.3% 12,222 96.1%

合計 253,288 - 92,244 - 161,044 -

平成27年度求職者支援訓練 実績 受講者数合計：40,587人
（基礎コース）11,653人 就職率：56.4％ （実践コース）28,934人 就職率：61.0％

ハロートレーニング（公共職業訓練・求職者支援訓練）の全体像

障
害
者
向
け

◇対象：ハローワークの求職障害者（無料）

◇訓練期間：概ね３月～１年

◇実施機関： ○国（障害者職業能力開発校）

・(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構営

・都道府県営（国からの委託）

○都道府県（障害者職業能力開発校、職業能力開発校)

○民間教育訓練機関等（都道府県からの委託）

平成27年度
公共職業訓練
実績
障害者訓練(施

設内訓練のみ）

合計 国立機構営 国立都道府県営 都道府県立

受講者数
（人）

就職率
受講者数

（人）
就職率

受講者数
（人）

就職率
受講者数

（人）
就職率

6,694 － 274 75.6% 904 66.6% 248 80.2％

※受講期間中 月10万円＋交通費・寄宿
手当を支給（本人収入が月８万円以下等、
一定の要件を満たす場合）

（参考）
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リカレント教育（IT以外も含めた全般）に関する職業訓練制度、教育訓練給付での対応状況

今後の⽅針

○ 専⾨実践教育訓練給付の拡充（雇⽤保険法等の⼀部を改正する法律（平成29年３⽉31⽇成⽴）による措置。平成30年１⽉施⾏）
・ 給付率・上限額引き上げ（最⼤６割→７割、年間48万円→56万円）
・ 専⾨実践教育訓練を受講する45歳未満の離職者に対する教育訓練⽀援給付⾦の⽀給額の引き上げ（基本⼿当の５割→８割）

○ 専⾨実践教育訓練給付の対象講座の拡充
・ 多忙な社会⼈にとっても受講しやすい⼟⽇・夜間・e-ラーニング講座の拡充や、特に⾼度なIT資格の取得を⽬標とする講座に関する指
定基準の緩和（本年10⽉施⾏）等を⾏い、平成29年10⽉、176講座を対象講座に追加指定

○ 「⼈⽣100年時代」における労働者の⼈材開発に当たっては、産業界等のニーズを踏まえることに加え、出産・育
児から職場復帰を図る⼥性、⾮正規雇⽤の若者、キャリアチェンジを図るシニア層等、各ライフステージにおける
キャリア形成を⽀援するリカレント教育を充実させることが必要であるが、現状では、そのような実践的な教育訓練
は質・量ともに⼗分とは⾔えない。

○ 出産・育児によりキャリアを中断した⼥性の職場復
帰、⾮正規雇⽤の若者のキャリアアップ、シニア層の
キャリアチェンジ等に焦点を当てたより効果的な教育
訓練プログラムを開発

○ 時間の制約の多い社会⼈にとっても受講しやすい教育
訓練の開講形態、教育⼿法等に関する調査研究を実施
し、成果を普及

社会⼈の「学び直し」に有⽤な教育訓練プログラム
の開発

専⾨実践教育訓練給付対象講座の更なる拡充

○ 実践的な職業教育を⾏う専⾨職⼤学について専⾨実践教
育訓練給付の対象とすることを検討するなど、関係省庁と
の連携のもと、引き続き対象講座の拡充を図る

これまでの取組及びその効果

現状・課題

出産・育児を理由として離職した⼥性等の再就職に向
けたハロートレーニング（公的職業訓練）の充実
（※訓練は無料で提供され、訓練受講者は各種⼿当や給付⾦を受給）
○ 託児サービス付き訓練、離職した保育⼠等の職場復帰を
⽀援するための訓練、育児等の時間に配慮し⼀⽇の訓練時
間数を短くした短時間訓練コース等の設定を推進 16



①ＩＴ分野
⇒ ＡＩ、ＩｏＴ、クラウド、データサイエンス 等 【将来成⻑が⾒込める新技術・システムの習得】
（デザイン思考、アジャイル開発等の新たな開発⼿法との組み合わせを含む）

⇒ ⾼度なセキュリティ 等 【必須スキルの習得】

② IT利活⽤分野（今後、分野の拡⼤を予定）
⇒ ⾃動⾞分野のモデルベース開発 等 【(製造業向け等)ITによる⾼度化対応】

■今後のスケジュール（IT分野、IT利活⽤（⾃動⾞分野のモデルベース開発））

経済産業⼤⾂が認定した教育訓練講座のうち、厚⽣労働省が定める⼀定の要件を満たすものは、「専⾨実践
教育訓練給付」の対象となる。

■経済産業⼤⾂認定の対象分野・⽬標

第四次産業⾰命スキル習得講座認定制度について

10⽉28⽇ 申請受付締切り（現在、審査中）
12⽉ 経産⼤⾂認定講座の認定

平成30年4⽉ 認定講座の受講開始

 ⺠間事業者が社会⼈向けに提供するIT・データ分野を中⼼とした専⾨性・実践性の⾼
い教育訓練講座について、経済産業⼤⾂が認定する「第四次産業⾰命スキル習得講
座認定制度」を2017年7⽉に創設（告⽰公布:７⽉３１⽇）。

 現在、認定の申請があった講座を審査中。本年12⽉中に講座を認定し、平成30年
4⽉から認定講座の受講を開始。引き続き、対象分野の拡⼤を検討する。
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IoT・AI等の新たな時代を⾒据えた⼈材育成の取組
 ⼈⼝減少が今後⼀段と本格化していく中、持続可能な経済社会を実現するには、「第4次産業⾰命」のイノベー
ションをあらゆる産業・地域に実装し、経済成⻑を成し遂げることが必要。そのため、成⻑戦略に掲げた⼈材育成に着
実に取り組む。

 加えて、「⼈⽣100年時代」を⾒据え、⾼齢者や障害者等を含めた誰もが、IoTやAIが「当たり前」の時代に対応で
きるスキルやリテラシーを⾝につけ活躍できる「⼈づくり」に必要な施策についても今後検討・実施していく。

IT等トップ⼈材・専⾨⼈材の創出
（１）IoTを⽀えるネットワークを運⽤・管理する⼈材の育成
 IoT時代の膨⼤なトラヒックを⽀えるSDN/NFV技術に対応した⼈材を早急に育成・確保するため、本年７⽉に設⽴された（⼀
社）⾼度ITアーキテクト育成協議会と連携して、育成する⼈材像・スキルや資格認定の在り⽅を検討するプロジェクトを本年９⽉
より開始。
（参考）同協議会において、来年度中を⽬途に、100名規模の⼈材を育成するとともに、経済産業省の「第４次産業⾰命スキル

習得講座認定制度」に対応する準備を整え、申請する予定。

（２）「サイバーセキュリティ⼈材育成プログラム」の実施

（３）独創的な技術課題への挑戦の⽀援

 巧妙化・複合化するｻｲﾊﾞｰ攻撃に対し、実践的な対処能⼒を持つｾｷｭﾘﾃｨ⼈材を育成するため、本年4⽉に国⽴研究開発法⼈
情報通信研究機構（NICT）に「ﾅｼｮﾅﾙｻｲﾊﾞｰﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ」を組織し、以下の取組を実施中。
① 国の⾏政機関、地⽅公共団体、独⽴⾏政法⼈及び重要ｲﾝﾌﾗ事業者等に対するｻｲﾊﾞｰ攻撃についての実践的な防御演習

(CYDER)（本年度は受講者3000⼈⽬標）
② 2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ競技⼤会の適切な運営に向けたｾｷｭﾘﾃｨ⼈材の育成（ｻｲﾊﾞｰｺﾛｯｾｵ）
③ 若⼿ｾｷｭﾘﾃｨｴﾝｼﾞﾆｱの育成（SecHack365）（本年度は受講者として47名を選定）

 ICT分野において、破壊的なイノベーションを⽣む可能性がある奇想天外で独創的な技術課題への挑戦を平成26年度より
⽀援（「異能vation」プログラム）。

 広い応募年齢層（５〜８６歳）からの多種多様な技術課題の提案（累計提案数１万件以上）を通じて、果敢に挑戦する
雰囲気を醸成。 18
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リカレント教育に対応した大学改革の方向性

１．現状と課題
急速な経済・社会の変化に応じて
職業や働き方の在り方が様変わり

社会に出た後も学び続けることにより、新たに必要とされる
知識や能力、技術を身に付けていくことが不断に求められる

一方で、社会人の学び直しを充実・拡大していくためには、様々な課題

 専門的知識・技能に対するニーズが多い

今後、「⼈⽣100年時代構想会議」等における議論と連携

◆社会人や企業等からは、実践的・専門的なプロ
グラムの充実を求める声が多く、産学連携による
プログラムの改善・充実は不可欠

◆特に、IT・データ人材の不足は深刻で、人材の
強化は急務

 産学連携による実践的な教育ネットワー
クを形成し、IT技術者等を対象とした実践
的教育プログラムを開発・実施するため
「Society5.0に対応した⾼度技術⼈材育成
事業」を要求

 加えて、産学が連携してプログラムの開
発・実施を進めることができる体制の構築
を検討

②多様なプログラムの支援 ③プログラム情報のアクセス改善①産学連携によるプログラムの改善・充実

◆社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専門
的なプログラムを文部科学大臣が認定（「職業
実践力育成プログラム」（BP））

◆BPのうち、厚生労働大臣に認定されたプログ
ラムについては、受講した社会人に対して教育
訓練給付制度により支援

 現在、BPは、正規課程または120時間以
上のプログラムが対象だが、より短期のプ
ログラムに対するニーズが強い
120時間未満の実践的・専⾨的なプログ

ラムに対する認定制度の創設に向け、履修
証明プログラムの制度改正を検討中

◆リカレント教育は多くの大学でおこなわれている
が、社会人や企業等が必要とするプログラム
が、どの大学でどのように行われているのかと
いう情報が十分に知られていない

◆また、プログラム受講により、どのような成果が
得られるのかということが十分に把握できない
ため、企業等が評価を行うことが困難という指摘

 社会⼈・企業といったのセグメント別
に、⼤学が実施するリカレント教育に関す
る情報へ効果的にアクセスすることができ
るような仕組みを構築するとともに、プロ
グラム受講による効果についても発信

 費用が高く、短期間で学べるプログラムも少ない  学び直しに関する情報を得る機会が不十分
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「過去5年間で従事者を大学等へ送り出した実績が
ある」と回答した企業等の集計結果

学び直しを経験したことのない社会人に
対するアンケート結果

学び直しに関する国民の意識（社会人が大学などの
教育機関で学びやすくするために必要な取組）

出典：社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究（平成27年度イノベーション・デザイン＆テクノロジーズ株式会社＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞） 出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査

２．取組及び今後の方向性
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②送り出し企業 ⇒キャリア⾃律を促す⼈事制度の整備
○兼業・副業／出向の促進や、キャリア⾯談の徹底

④労働市場・制度 ⇒求⼈ニーズ・求職ニーズのミスマッチ解消
○労働をめぐる情報の「⾒える化」
・労働市場や資本市場における働き⽅や労働移動等に関する情報の⾒える化

○⽀援体制の整備（来年度に事業化）
・兼業・副業・複業、出向等多様な形態での働き⽅の推進、具体的事例の創出
・企業と⼈材をつなぐコーディネータの在り⽅

①働き⼿ ⇒終⾝雇⽤を前提としたスキル・マインドの再教育
○リカレント教育の強化
・「第４次産業⾰命スキル経済産業⼤⾂認定制度」の創設・対象分野拡⼤（来年４⽉〜）
・⼥性復職の円滑化や中⾼年のキャリア研修の推進
・リカレント教育に対応する⾼等教育改⾰
・リカレント教育講座の認証の仕組み検討

○「⼈⽣１００年時代における社会⼈基礎⼒」の⾒直し

③受⼊れ企業 ⇒中核⼈材活⽤に向けて中⼩企業等が取組むべき具体的⽅向性の提⽰
○外部⼈材活躍に向けた中⼩企業向けノウハウの抽出・普及
・各社の経営戦略/課題の優先度を踏まえた⼈⼿不⾜業務の特定
・業務に対する⽣産性の⾒直しと求⼈像の明確化［ミスマッチ解消］
・働き⼿の⽴場に⽴った求⼈⽅法の⾒直しと職場環境の改善

リカレント教育
キャリア⾃律
の促進

⼈材像
（企業ニーズ）
の明確化

転職・再就職
等の円滑化

「⼈⽣100年時代」を踏まえ、 ①働き⼿のマインドチェンジとリカレント教育の充実、②送出し企業
における環境整備、③受⼊れ企業の変⾰、④労働市場の整備などに⼀体的に取り組むため、 「我
が国産業における⼈材⼒強化に向けた研究会」 を設置し、本年度中に取りまとめを予定。

「我が国産業における⼈材⼒強化に向けた研究会」について
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